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中期目標期間の業務実績評価調書：独立行政法人土木研究所 

 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

中期目標項目 

中期目標 評価項目 
評定結果 評定理由 意  見 

２．業務運営の効率化に関する事

項 

(1)組織運営における機動性の向

上 

研究ニーズの高度化、多様化

等の変化に機動的に対応し得

るよう、柔軟な組織運営を図る

こと。 

１．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

(1)組織運営における機動性の向

上 

①再編が容易な研究組織形態

の導入 

・ニーズの変化に応じた研究

体制の再編が容易な研究

組織形態の導入 

S 

・当初の中期目標・中期計画になかった水災

害・リスクマネジメント国際センター

（ICHARM）を短期間で設立できた点を高く

評価。また、ICHARM設立は、我が国の国際

貢献の面からも高く評価。 

・研究ニーズに応じて柔軟に研究が行なえるよ

う再編しやすい研究グループ制を導入し、グル

ープ間の連携により、研究効率を高めた点を評

価。 

・北海道開発土木研究所との統合がスムーズに

行われた点も評価。 

・重点プロジェクト研究の課題等については適

正なテーマが抽出されている点を評価。 

・今後は研究についての具体的な成果と、統合

に対する具体的な取り組み成果が必要。 

 ②研究開発の連携・推進体制の

整備 

・外部研究機関等との連携、

特許等知的財産権の取

得・活用、研究成果の普及

促進等に係る方策を戦略

的に立案、推進する体制を

組織 

S 

・技術推進本部の創設とその機能により、国土

交通省の「公共工事等における技術活用システ

ム」への多大な貢献、知的財産権の取得・活用、

外部研究機関との連携、研究成果の普及等に目

覚しい成果を挙げた点を高く評価。 

 

・産学官との連携による具体的な成果を期待。 

・知的財産の取得活用のためのサポート体制、

情報獲得活動状況について明らかにすること

が必要。 

(2)研究評価体制の構築と研究開

発における競争的環境の拡充 

効果的な研究及び技術の開

発（以下「研究開発」という。）

を行うため、研究開発に対する

所要の評価体制を整えること。

(2)研究評価体制の構築及び研究

開発における競争的環境の拡

充 

①研究評価体制の構築 

・研究評価要領を設け、公表

・自己評価、内部評価、外部

S 

・中期計画に則って各種評価委員会を設立し

て、内部評価、外部評価という研究の評価体制

を整え、研究評価およびその反映が適正かつ着

実に行なわれ、優れた実施状況である点を評

価。 

・研究評価体制については、ホームページでも

・何らかの指摘があった課題について、その評

価により成果がどう改善されたかの検証が必

要。 

・研究評価体制については、ホームページだけ

でなく、他の方法による公表も望む。 
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また、競争的資金等外部資金の

活用を拡充すること。 
評価に分類して研究評価

を実施、結果は原則公表 

公表している点を評価。 

 ②競争的資金等外部資金の活

用の拡充 

・競争的資金の獲得 

・受託研究の積極的な実  

   施 

A 

・国土交通省からの委託研究費が中期計画の予

算計上額を3割以上上回るなどの成果を評価。

・各種競争的資金に対する積極的な応募の結

果、厳しい競争の中で環境省や文科省からの資

金獲得も相当額に達しており、着実な実施状況

である点を評価。 

・科学研究費補助金の獲得に、積極的な応募等

により、さらなる努力を望む。 

・外部競争的資金の獲得方法として、産学官連

携の推進等の検討が必要。 

(3)業務運営全体の効率化 

①情報化・電子化の推進 

・インターネット、イントラ

ネット、メール等の情報シ

ステム環境を整備 

・会計システムや研究データ

ベースの構築等による文

書の電子化・ペーパーレス

化、情報の共有化 

A 

・中期計画に則って、着実に実施され、実績を

挙げている点を評価。 

 

・情報セキュリティに対する具体的な対策、寒

地土木研究所との連携による対策の検討が必

要。 

(3)業務運営全体の効率化 

研究業務をその他の業務全

体を通じて、情報化・電子化を

進めるとともに、外部への委託

が可能な業務を洗い出し、アウ

トソーシングを図ることによ

り、高度な研究の推進が可能な

環境を確保すること。 

特に、一般管理費（人件費、

公租公課等の固定経費を除

く。）について、本中期目標期

間中における当該経費の総額

を初年度の当該経費に５を乗

じた額に比べて２．４％程度抑

制すること。 

②アウトソーシングの推進 

・業務の洗い出しとアウトソ

ーシングの適否の検証 

・研究施設・設備の維持管理、

単純な計測等、非定型な業

務以外で可能かつ適切な

ものはアウトソーシング

を実施 

A 

・単純作業や定型業務についてはアウトソーシ

ング化、専門性の高い研究業務については大学

などへの委託や専門研究員の雇用を行い、研究

の効率化を図った点を評価。 

・中期計画での想定を上回る推進状況で着実に

実施されている点を評価。 

・実験、現地観測データの取得、管理には信頼

性の確認など研究員の積極的・主体的関与が必

要。 

・アウトソーシングについては、その適否の検

証がまだ曖昧であり、内部的努力とアウトソー

シングのバランスについての基準を作ること

が必要。 

・研究に専念できる時間増への貢献について、

検証が必要。 

 ③一般管理費の抑制 

・各年度の一般管理費を、初

年度の３％程度抑制 

・中期計画期間中の当該経費

相当総額を初年度の当該

経費相当分に５を乗じた

額に比べて 2.4％程度抑

制 

S 

・中期計画の目標を大きく上回る経費節減を実

現し、優れた実施状況である点を評価。 

 

・なお一層の努力を期待。 
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(4)施設、設備の効率的利用 

研究所が保有する施設、設備

については、研究所の業務に支

障のない範囲で、一定の基準の

下に、外部の研究期間の利用に

供しうる体制を整えること。 

(4)施設、設備の効率的利用 

・主な施設の年間利用計画を策

定し、外部機関が利用可能な

期間を公表 

・利用に係る要件、手続及び規

定の整備、公表 

S 

・外部の利用者が使いやすくなるよう年々工夫

して、中期計画目標を 2 倍以上上回る貸し出

し実績を達成し、外部のニーズへの対応、施

設・設備の効率的利用および自己収入の増大に

優れた実績を挙げた点を高く評価。 

・外部の利用の増加に伴い、機器の維持管理の

負担について検討が必要。 

３．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に

関する事項 

(1)研究開発の基本方針 

①土木技術の高度化及び社会資

本の整備・管理に必要となる研

究開発の計画的な巣震 

我が国の土木技術の着実な

高度化のために必要な基礎

的・先導的研究と、良質な社会

資本の整備・管理のために解決

が必要な研究開発を計画的に

進めること。なおその際、現在

の取り組みは小さいが、将来の

発展の可能性が想定される研

究開発についても積極的に実

施すること。 

２．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためと

るべき措置 

(1)研究開発の基本的方針 

①土木技術の高度化及び社会

資本の整備・管理に必要とな

る研究開発の計画的な推進 

・研究開発の範囲、目的、目

指すべき成果、研究期間等

の目標の明確な設定 

A 

・研究開発の基本的方針に基づき研究開発計画

を計画的に推進し、研究課題の設定、研究成果

において概ね良好な事後評価結果を得て、目標

を着実に達成した点を評価。 

・研究所の政策決定のプロセスを明確にするこ

とが必要。 
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②社会資本の整備・管理に係る社

会的要請の高い課題への早急

な対応 

社会資本の整備・管理に係る

現下の社会的要請に的確に対

応するため、研究所の行う研究

開発のうち、以下の各項に示す

課題に対応する研究開発を重

点的研究開発として位置付け、

重点的かつ集中的に実施する

こと。その際、本中期目標期間

中の研究所の総研究費（外部資

金等を除く）の概ね４０％を充

当することを目途とする等、当

該研究開発が的確に推進しう

る緩急を整え、それぞれ関連す

る技術の高度化に資する明確

な成果を上げること。 

なお、中期目標期間中に社会

的要請の変化等により、以下の

各 項に示す課題以外に早急

に対応する必要があると認め

られる課題が発生した場合に

は、当該課題に対応する研究開

発についても、機動的に実施す

ること。 

ア）安全の確保 

イ）良好な環境の保全と復元 

社会資本整備の効率化 

②社会資本の整備・管理に係る

社会的要請の高い課題への

早急な対応 

・１４の重点プロジェクト研

究を重点的、集中的に実

施。 

・研究所全体の研究費の概

ね４０%を充当 

S 

・社会的要請の高い課題に対し、重点プロジェ

クト研究を設定して、これらに研究費を傾斜配

分した点を評価。 

・重点プロジェクト研究の課題設定は、手続き、

中間評価、事後評価を含め適切に行われ、一部

の研究では、研究終了前から技術基準に反映さ

れたり、事業や施策にも反映されるなど、優れ

た実績を挙げた点を評価。 

・研究費および人員を、重点プロジェクト研究

と一般研究とにどのように配分するかについ

て、検討が必要。 

・成果とその社会への還元について、一層の具

体的取り組みを期待。 

・日本だけでなく、世界的観点からのニーズを

取り入れることも必要。 
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(2)他の研究機関等との連携等 

研究所が行う研究の関係分

野、異分野を含め、国内外の公

的研究機関、大学、民間研究機

関等との共同研究や人事交流

等を拡充し、より高度な研究の

実現と研究成果の汎用性の向

上に努めること。国内における

共同研究については、その件数

を本中期目標の期間以前の５

年間に比べ１０％程度増加さ

せること。 

(2)他の研究機関等との連携等 

①共同研究の推進 

・中期目標期間中に国内の共

同研究を 60 件程度新規

に実施 

・海外との共同研究で、研究

者の交流、研究集会の開催

等の積極的実施 

SS 

・新たに民間提案型共同研究を実施したことに

より、目標の 1.6 倍に上る共同研究を新規に

実施し、「ものづくり日本大賞」で内閣総理大

臣賞受賞という特筆すべき成果が挙がったこ

と、国際共同研究もきわめて活発に行われ、米

国土木学会最優秀論文賞を受賞するなど、特筆

すべき優れた成果を挙げた点を高く評価。 

・海外との研究協力も積極的に行い、我が国で

の共同開発技術の海外での適用が見られる点

を評価。 

・共同研究先を長期的な見通しをもって精選す

ることも必要。 

・目標を上回る共同研究が行われており、今後

の充実も期待。 

 ②研究者の受入れ 

・交流研究員制度の創設し、

国内の研究者の受入れ 

・フェローシップ制度活用等

による海外の研究者受入

れ 

S 

・特に水災害・リスクマネジメント国際センタ

ー（ICHARM）において国際公募による外国

人の採用を行った点を高く評価。 

・在外研究員の派遣、交流研究員制度、海外研

究員の招聘等が着実に実行され、受け入れた研

究者は土研での研究体験を活かしているなど

優れた実施状況である点を評価。 

・海外研究者の受入れ（採用）における生活支

援について、何らかの方策を望む。 

(3)技術の指導及び研究成果の普

及 

①技術の指導 

独立行政法人土木研究所法

第１４条により国土交通大臣

の指示があった場合の他、災害

その他の技術的課題への対応

のため、外部からの要請に基づ

き、若しくは研究所の自主的判

断により、職員を国や地方公共

団体等に派遣し所要の対応に

当たらせる等技術指導を積極

的に展開すること。 

(3)技術の指導及び研究成果の普

及 

①技術の指導  

・技術指導規定を整備し、災

害を含めた土木関係の技

術課題に関する指導・助言

を積極的に実施 

 

SS 

・国、地方自治体の要請に基づき、数多くの災

害に職員を派遣し、技術指導を着実かつ積極的

に実施したほか、現場の要請に応じて、期間中、

年平均 1,500 件の技術指導、1,000 件の技

術委員会参加、200 件以上の講演会講師派遣

を行い、技術力向上に貢献した点を、特筆すべ

き優れた実績として高く評価。 

 

・成果の普及とともに、直接的な技術の指導と

して、地方自治体などの技術力向上にさらなる

貢献を望む。 
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②研究成果の普及 

研究成果の効果的な普及の

ため、国際会議も含め関係学会

での報告、内外学術誌での論文

掲載、研究成果発表会、メディ

アへの発表を通じて広く普及

を図るとともに、外部からの評

価を積極的に受けること。併せ

て、研究成果の電子データベー

ス化により外部からのアクセ

シビリティーを向上させるこ

と。また(1)②の重点的研究開

発の成果については、容易に活

用しうる形態、方法によりとり

まとめること。 

②研究成果の普及 

ア）研究成果のとりまとめ方

針及び迅速かつ広範な普及

のための体制整備 

・重要な研究成果を土木研究

所報告としてまとめる 

・研究成果発表会を年１回開

催 

・研究開発の状況や成果を出

来るだけ早期に電子情報

としてHP上に公表 

・研究施設の一般公開を年１

回開催 

S 

・数々の出版物や研究報告書の刊行、技術基準

への反映、講演会、ホームページ、見学会等を

通じて、研究成果の活発な普及活動がなされた

点を高く評価。 

・特に、研究成果を外部に発信する「新技術シ

ョーケース」を立ち上げ、参加者の意見や実績

に基づいて改善を加えるなど、さまざまな努力

を通じて成果を社会に還元する取り組みを軌

道に乗せた点を高く評価。 

 

・ホームページの日本語版は大いに進化した

が、英語版はまだ改善が必要。 

・ホームページをはじめ、より社会へのアピー

ルを行う努力が必要。 

 イ）論文発表、メディア上での

情報発信等 

・学会での論文発表や査読付

き論文等への投稿 

・広報基準を定め、メディア

へ上で積極的な情報発信 

・特許等知的財産権や新技術

の現場での実用化と普及

を図る仕組みの整備 

S 

・査読付論文発表数が旧土木研究所時代の 4

倍になったこと、パテントプール契約の導入等

によって特許使用料収入が計画の4倍の 3億

円に達したこと、研究コンソーシアム、メディ

アでの積極的な情報発信が行なわれた点を高

く評価。 

 

・研究員の意識が変わったことがうかがえ、今

後の査読論文への投稿増加も期待。 

・研究コンソーシアムの一層の拡充を望む。 

 ウ）研究成果の国際的な普及等

 ・国際会議等への参加 

 ・若手研究者を中心に海外研

究機関へ派遣 

・海外の研究者の受入れ体制

の整備 

・開発途上国の研究者等の受

入れや、諸外国に国際協力

事業団の専門家派遣制度

を通し職員派遣 

S 

・海外への職員派遣、国際センターの設立、国

際会議への参加・研究発表、途上国の援助協力、

国際基準策定への参画など、様々な分野で積極

的に活動し、優れた実績を挙げた点を評価。 

・研究員の国際的な活動を、評価する方法につ

いて検討するとともに、今後一層の国際活動の

推進を望む。 
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(4)国際活動の推進 

運営費交付金等を充当して

行う業務については、「２．業

務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項について配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を行うこと。 

(4)国際センターの設立 

・水災害の危険・危機管理のため

の国際センターの設立 

・ユネスコとの契約に基づく措置

・国際的な活動の推進 

SS 

・当初中期目標に掲げられていなかった水災

害・リスクマネジメント国際センター

（ICHARM）を積極的な活動により早急に開

設し、目標を達成したことは特筆に値するもの

であり、また、これにより国際貢献に積極的に

乗り出し、土研の国際的地位向上にも貢献した

点を高く評価。 

・今後のＩＣＨＡＲＭの活動基盤の強化と、こ

の分野でのリーダーシップを期待。 

４．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金等を充当して

行う業務については、「２．業

務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項について配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を行うこと。 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計画 

(1)予算 

(2)収支計画 

(3)資金計画 

S 

・知的財産権収入、施設貸し出し収入が何れも

中期計画予算額の 3 倍以上に達したこと、目

標を上回る一般管理費抑制を高く評価。 

・独自収入、受託研究が毎年増えている点も評

価。 

・今後とも一層の推進を期待。 

 ４．短期借入金の限度額 

 ・単年度９００百万円 
― ― ― 

 ５．重要な財産の処分等に関する

計画 
― ― ― 

 ６．剰余金の使途 

 ・研究開発や研究基盤の整備充

実に使用 
A 

・剰余金は適切に使用され、着実な実績を挙げ

ている点を評価。 

・剰余金の有効かつ効率的な使い方についての

検討が必要。 

５．その他業務運営に関する重要

事項 

(1)施設及び設備に関する重要事

項 

施設・設備については、２．

（４）により効果的な利用を図

るほか、業務の確実な遂行のた

め計画的な整備・更新を行うと

ともに、所要の機能を長期間発

揮し得るよう、適切な維持管理

に努めること。 

 

７．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画

S 

・施設・設備は適切に維持管理され、また更新

され、優れた実施状況にある点を評価。 

・今後も研究等に支障がない形で、管理運営を

行うことが必要。 

・ライフサイクルを考慮した更新等の考え方に

ついて、ある程度のガイドライン等を整備する

ことが必要。 
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(2)人事に関する事項 

高度な研究業務の推進のた

め、必要な人材の確保を図ると

ともに、人員の適正配置により

業務運営の効率化を図ること。 

（２）人事に関する計画 

・公募による選考採用や関係

省、大学及び他の研究機関と

の人事交流 

・任期付き研究員の採用 

A 

・大学等との人事交流が積極的に行われてお

り、資質の高い職員の採用、職員の資質向上の

ための活動も適切に行なわれていることなど、

適切な人事計画に基づき着実に実施されてい

る点を評価。 

・研究員がより多くの時間研究に専念できるよ

う配慮を望む。 

・任期付き研究員の採用枠、人事の交流、職員

の研修など、新しい取り組みも必要。 

・職員の採用、人事交流の一層の推進を期待。 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 

SS：中期目標の達成状況として特筆すべき優れた実績を上げていると認められる。 

S：中期目標の達成状況として優れた実績を上げていると認められる。 

A：中期目標の達成状況として着実な実績を上げていると認められる。 

B：中期目標の達成状況として概ね着実な実績を上げていると認められる。 

C：中期目標の達成状況として十分な実績を上げていると認められない。 

・SSをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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中期目標期間業務実績評価調書：独立行政法人土木研究所 
 
 

総合的な評定 
 

 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

SS S A B C  

評点の分布状況 

（項目数合計：２１項目） 

 

  ３項目 

 

  １２項目   ６項目 

 

０項目 

 

０項目

 

総 合 評 価 

（中期目標の達成状況） 

・中期目標・計画に則って、また、当初目標・計画に含まれていなかった水災害・リスクマネジメント

国際センター（ICHARM）の設立、北海道開発土木研究所との統合を含めて、総じて目標・計画以上の

優れた実施状況にある。 

・国際化、国際貢献の推進、国内外共同研究の成果、災害時研究者派遣などに特筆すべき優れた実績が

見られたほか、組織の柔軟な改変、研究成果の普及、施設の貸し出し・特許権収入の増大等においても

数多くの優れた実績が見られた。 

 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・独法化以前に比べて、論文発表、外部研究費の獲得、資格や学位の取得が増加しており、研究員が「研

究組織に属する研究者」であるという意識に変化したことがうかがえる。 

・土木研究所ならではの研究を引き続き探求して行く姿勢の中で、ニーズの把握、研究成果の評価はと

くに重要であり、絶えざる努力がなされることを望む。 

・数値的には問題がない項目についても、取り組みの内容や結果の質的な評価、数値目標そのものの妥

当性などを内部で再検討することが将来のさらなる改善につながる。 

・災害に関して、想定される規模やそれに対する対応の進捗について、具体的数値等を用いて広く国民

にも伝える努力が必要。 

 

（その他） 

・研究活動が活性化したことは十分認められるが、それに伴う研究員の負担増に対しては、それが十分

に軽減され研究時間が十分確保されるような運営を望む。  

・研究という業務の性質上、短期的視点だけでなく、長期的な展望や少し野心的な見通しも必要。 

・研究員の意識が今後も持続するような組織運営を望む。 

・国際センターの設立は特筆すべき取り組みである。 

・北海道開発土木研究所との統合にかかわる困難な課題に前向きに取り組んでいる点において、土木研

究所が変化に対応する優れた能力があることを示した。 

  

 

 

総合判定 

（SS、S、A、B、Cの５段階） 

 

 

S 

（評定理由） 

 

5 年間、独立行政法人としてのメリットを生かして、活発な研究とそ

れに基づく活動や意欲的な業務の改善を行い、中期目標を優れた実績の

下に達成した。すべての項目で A以上の評価であり、かつＳ以上が大多

数を占め、さらに数項目でSSの評価を得た。これより、総合的には、「優

秀の上」と評価できる実績であった。                

 


